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教育センターにおける学校支援の意義 

－平成 21・22 年度学力向上推進支援事業に関わって－ 

 
      研究開発課 指導主事 福 田  修 武 

  前田 活代子 
林   寿 和 

 
 
【要旨】 教育センターにおいて，教員対象の研修事業とともに，校内研究に関する

支援が重要な柱となりつつある。  
和歌山県教育センター学びの丘では，平成 21・22 年度に学力向上を主な目的とし

て，県内の４地域において，関係機関と連携し学校支援を行った。当センターが初

めて取り組む本格的な学校支援である。各学校の課題分析をはじめとして，授業改

善に関わる授業研究や研修会の開催等，学校を所管する教育委員会と連携して様々

な支援を行ってきた。これらの取組には，当センターが開所以来蓄積してきた研修

や研究に関わる事業の成果を活用した。  
本事業において蓄積した学校支援の手法や校内研究の方法等は，市町村教育委員

会や学校において実践的に活用できるものである。  
学校支援の取組は，学校にとっては，校内研究の活性化や児童生徒の学力向上の

手立てとなる。また，教育センターにとっては，学校のニーズを把握するとともに，教

育情報を発信するための実践研究と位置付けることができる。  
 
 
【キーワード】 全国学力・学習状況調査，学力向上，学校支援，校内研究，分析ツ

ール，学力分析，授業改善 

                    

 
１ はじめに 

 和歌山県では，平成 15 年度から平成 20

年度まで，県独自の学力診断テストを実施

してきた。「学習指導要領に示された基礎

的・基本的な内容の確実な習得を図ること」

及び「学習指導に関する課題を明らかに

し，各学校の指導方法等の工夫改善に資す

ること」がその目的である。この結果，本

県全体の傾向として，各教科において，読

解力，思考力及び表現力を問う問題の正答

率の低さや記述問題の無解答率の高さなど

の課題が明らかになった。 

平成19年度から開始された全国学力・学

習状況調査においても，国語科の主として

活用に関わるＢ問題に関して，本県（公立）

の児童生徒の平均正答率は全国（公立）に

比べて低い状況が続いており，児童生徒の

学力向上につながる施策が必要とされてき

た。本県で課題となっている学力は，平成

23年度から完全実施される学習指導要領に

おいて重視される学力と一致しており，知

識基盤社会と言われるこれからの社会を生

きるうえで必要とされる力でもある。 

６年にわたり学力診断テストを実施した

ことによって，各学校が課題を見出し，指

導改善の取組を進めるシステムが定着しつ

つあった。しかし，学校の状況によって

は，見出した課題に対して改善策を講じる

ことが容易ではない場合もある。そこで，平

成 21 年度からは学力診断テストを休止

し，課題を改善するため，学校支援の充実

を図る学力向上推進支援事業を開始した。 

本事業の柱は，「学力向上に係る学校支

援」と「評価問題配信システムの提供」の

２つである。前者は，各校の学力分析や授

業改善を，教育センターが中心となって支

援する取組である。本論では，この部分に

ついて概要を述べる。なお，後者の評価問
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図１ 学力向上推進支援事業における学校支援に関する取組イメージ 

題配信システムは，休止した学力診断テス

トの代替として，各学校が継続して課題分

析を行えるように，平成 21 年度から運用を

開始している。  

教育センター学びの丘では，開所以

来，研修事業以外に，学校の教育力・教員

の指導力向上を支援するために，教員や研

究機関等の専門家との共同研究に取り組

んできた。きのくにｅラーニングシステム

（H17～21）の活用，ＦＣ（フランチャイ

ズ）研究会及びカリキュラム開発研究等の

共同研究（和歌山県教育センター学びの丘

研究開発課 2006）がその例である。これ

らを通して，少人数による研究会を実施す

る効果やその運営方法等に関わるノウハ

ウを蓄積した。また，学校・教員支援プロ

グラムとして，出前授業や出前講座のシス

テムを確立した（例えば，福田・林 2008）。

学力向上推進支援事業における学校支援

では，これらの研究成果を含めて，教育セ

ンターが研修講座等に関わって蓄積して

きた様々な手法を学校で実践した。 
本論では，学力向上推進支援事業に係る

学校支援の事例をもとに，教育センターが

取り組む意義を考察する。このことは，学

校や教員が教育センターに対して，どのよ

うなニーズを持っているかを把握すると

ともに，今日，全国的に教育センターの役

割や機能の再構築が進められている状況

において，新しい教育センターの役割を見 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出すことにつながるであろう。 
 
２ 学力向上推進支援事業の概要 

（１）学力向上推進支援事業の全体像 
本事業の目的は，各校の児童・生徒の

学習状況を把握し，学習課題を明確にす

ることによって，授業改善・学力向上へ

とつながる支援を行うことである。具体

的には，次の①～③の支援を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以下では，本事業のうち①及び②につ

いて述べる。学校支援に関係する取組の

イメージを，図１に示す。なお，当セン

ターが中心となって，集中的かつ多面的

に，学力向上に向けて各学校が必要とす

る物的・人的な支援を行えるように，次

の(1)～(7)の事項を，対象校及び対象校

を所管する教育委員会と申し合わせた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

①学力分析支援 

 データ分析ツールの開発及び各校

におけるデータ分析の支援を行うと

ともに，学力課題を明確にし，授業改

善の方向性を探る。 
②授業改善支援 

 大学教授及び指導委員等の協力を

得ながら，授業改善の推進を図る。 
③評価問題配信システムの構築 

 県学力診断テストの過去問題をベ

ースとした評価問題を配信する。 
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図２ 学力向上推進支援事業の活用具体例（Ａ）及び支援事業年間計画表（Ｂ）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（２）支援計画の例 

図２（Ａ）は，支援対象校を所管する教 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

育委員会及び対象校に示した，支援事業の

活用具体例である。この例を参考にして，図

２（Ｂ）のシートに年間計画を作成した。

その計画に基づいて実施した支援の例を次

頁表１に示す。なお，本事業は県内の４地

域において，小学校５校，中学校２校を主

な対象校として実施した。 
表１は，４地域のうち１地域の対象校３

校（小学校２校，中学校１校）における実

施例である。他の地域及び対象校において

も，学力分析支援と授業改善支援を複数回

実施した。 
学力分析支援については，平成 21 年度に

は，前年度（H20）の全国学力・学習状況調

査及び県学力診断テストの結果を分析

し，分析結果を考察する現職教育を支援し

た。また，当該年度の調査結果の分析や経

年変化を読み取ることで，課題を焦点化

し，授業改善や保護者への啓発等，具体的

な取組を始めるための支援を行った。 
授業改善支援については，学力分析によ

って明らかになった課題解決のため，主と

して事前及び事後研究を含む授業研究会を

行った。また，外部講師による示範授業を

中心とした研修会や，専門家による教育講

演会等も行った。この他，当センターが従

来から県内の公立学校を対象として実施し

ている学校・教員支援プログラムを活用し

た事例もある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(1)全国学力・学習状況調査の調査結果

の分析を行う「学力分析支援チーム」

を派遣する。 
(2)「学力分析支援チーム」は，対象校

の学力状況をデータ分析ツールを用

いて分析し，当該校及び当該教育委

員会に情報提供する。また，関係者

で分析結果に基づいた学力課題の抽

出・焦点化の支援を行う。 
(3)対象校の教育課題に即して，学力向

上を推進するための支援を柔軟に展

開する「授業改善支援チーム」を派

遣する。 
(4)「授業改善支援チーム」は，指導主

事だけでなく，指導委員等の外部人

材を含めてチームを編成する。 
(5)各校の要請に合わせて「校内研究」

や「現職研修」と本事業をリンクさ

せ，講師や支援チームを派遣できる。

(6)対象校一校だけでなく，近隣の複数

校の教員が集まって本事業に係る研

修会を実施できる。 
(7)中学校においては，研究対象教科や

領域を設定する，あるいは対象学年

を限定するなどして，本事業を行う

ことができる。 

（Ａ）

（Ｂ） 
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表１ 平成 22 年度における本事業の実施例（一地域における支援から主なものを抜粋） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 学校支援の実際 

（１）学力分析支援 

ア 全国学力・学習状況調査の分析支援 
支援を開始した平成 21 年度には，佐賀

県教育委員会より提供を受けた分析ツー

ル，京都府総合教育センターから提供を

受けたツール（こべつーる）及び，和歌

山県教育委員会が作成した分析ツール

（Ｓ－Ｐ表作成ツール）等を使用して，前

年の平成 20 年度の調査結果を分析した。

ツールを用いたグラフ作成等の作業

と，得られたデータの大まかな分析作業

については，対象校を所管する教育委員

会から調査結果の提供を受けて当センタ

ーが分担した。また，平成 21 年度調査に

ついても，同様に分析作業の支援を行っ

た。  
調査方式が抽出校方式に変更された平

成 22 年度には，ほぼ前年度と同様の分析

を行えるように，調査結果公表後に，本

県が独自にツールを作成し提供した。 
分析ツールを用いて得られる主なグラ

フを図３に示す。分析ツールによって，正

答数分布や設問別正答率・無解答率等の

基本的なグラフのほか，質問紙における

回答状況とのクロス分析や，児童生徒の

個票，学級ごとの児童生徒の学習状況を

読み取れるＳ－Ｐ表等を作成することが

できる。児童生徒の生活及び学習習慣や

日常の指導方法等との関連を読み取るた

めには，クロス分析やＳ－Ｐ表の活用が

有効である。多くの教員にとって，基本 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
的なグラフを読み取ることは難しいこと

ではないが，クロス分析やＳ－Ｐ表をは

じめとした，やや複雑な分析を行うこと

は容易ではない。このため，ほとんどの

学校においては，多面的な分析を行えて

いないのが実情であった。そこで，学力

分析支援チームでは，分析ツールの活用

方法を具体的に示しながら，対象校の教

員と共同で児童生徒や学校，地域の課題

を分析した。 

   
正答数別度数分布      領域等別レーダーチャート 

   
設問別正答率・無解答率グラフ 解答類型別回答状況グラフ 

    
質問紙回答状況グラフ    正答率全国比較グラフ 

    
クロス分析ツール      ＳＰ分析ツール など 
図３ 分析ツールによって得られるグラフ等 

なお，学力分析支援チームが実際に支

援を行う過程において，分析ツールにい

くつかの改良を加えることができた。コ

ンピュータに表示させたグラフから，課

題がみられた問題の解説資料を呼び出せ

る機能を付加したことが，その一例であ

る。 

月 支 援 に 係 る 実 施 内 容 
４月 ３校（小学校２校、中学校１校）合同で平成 22 年度の取組についての協議（学力分析支援）

５月 ・国語科における示範授業（授業改善支援） 
講師：筑波大学附属小学校教諭 二瓶弘行 氏 

・Ｃ中学校における授業研究会に向けての事前研究会１回目（授業改善支援） 
・Ｃ中学校における授業研究会に向けての事前研究会２回目（授業改善支援） 

７月 ・Ｃ中学校における研究授業（国語科）及び研究協議（授業改善支援） 
８月 合同研修会『児童生徒の学力向上につながる地域家庭の教育力の育成』（教育講演会） 

 講師：和歌山大学教育学部准教授 本村めぐみ 氏 
９月 全国学力・学習状況調査結果分析説明（学力分析支援） 

１０月 ３校統一の取組原案作成（学力分析支援） 
３校合同研修会（学力分析支援） 

１１月 Ａ小学校における授業研究会に向けての事前研究会（授業改善支援） 
１２月 Ａ小学校における研究授業（国語科）及び研究協議（授業改善支援） 
１月 Ｂ小学校における授業研究会に向けての事前研究会（授業改善支援） 

Ｂ小学校における研究授業（国語科）及び研究協議（授業改善支援） 
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分析ツールを用いたことによって，当

該の教育委員会や学校関係者からは，「客

観的に調査結果をとらえることができ

た」との感想を得た。統計的に裏付けさ

れた多面的な分析結果をもとに，学力や

学習状況を具体的につかむことができた

とのことであった。また，現職教育等

で，分析結果を見ながら協議することに

よって，調査に関わる学年担当者だけで

なく，学校全体の課題として全職員が共

通理解できるようになった。 
分析によって課題が明らかになる

と，改善のための具体的な手立てが必要

となる。このことに関しては，次節で述

べる授業改善支援として別途行った。な

お，この際には，支援開始後に公表され

た「授業アイディア例」（文部科学省

2009，2010）等を活用した。 
 

イ 現職教育支援 
現職教育支援は，基本的には学校単位

で実施した。当センターの学力分析支援

チームによる分析結果を示した後に，教

員が数名のグループに分かれて，担当す

る児童生徒の実態をイメージしなが

ら，それぞれの取組の評価すべき点や改

善すべき点について意見交換を行い，最

後に成果を共有するという展開が一般的

であった。 
平成 21 年度には，対象校である中学校

において，全職員で課題を確認した後

に，「課題を解決するために学校で取り組

んでいること」，「これから取り組むべき

こと」を整理し，「家庭に協力を要請する

こと」をまとめて，保護者会や家庭訪問

等で活用するパンフレット作成の取組に

発展させた。この学校では，保護者から

「学校がどのような取組をしている

か，どんな協力を必要としているかが分

かった」と，好評の声が寄せられている

とのことであった。 
平成 22 年度には，「書く力をつける」

ことを研究主題として取り組んでいる小

学校において，分析結果の考察に加え

て，国語科及び他教科において書く力を

つける方策についての演習を行った例も

ある。ここでは，指導主事が演習の講師

を務めた。また，中学校区の小学校２校

と中学校１校の教員が，合同で分析結果

を協議し課題を共有した。その結果，課

題解決のために「書く力を高める」とい

う共通の視点での取組をスタートさせた

地域もあった。 
これらの支援を行うことにより，教 

員から「課題や取り組む方策が全職員で

共通理解できた」，「全校で一致して取り

組む重要性が分かった」，「中学校区で地

域の子どもたちを育てていこうとする意

識が高まりつつある」等の感想を得た。 
このように，教員や地域の意識改革は

進んできており，今後長期にわたって取

組を継続することが重要である。このこ

とが児童生徒の学力向上につながったか

どうかは，平成 23 年度以後に実施される

調査結果等によって検証することになる。 
 

（２）授業改善支援 

ア 授業研究会 
全国学力・学習状況調査の学校質問紙

調査結果によると，本県では，校内にお

ける授業研究会実施回数が全国平均に比

べて少ない傾向にある。この原因とし

て，学校現場の多忙化により，教員自身

が意義や面白さを実感できる授業研究会

を開催できていないことが考えられる。 
本事業では，対象校あるいは対象校を

含む地域において，国語科の授業を中心

として授業研究会の支援を行った。研究

授業に取り組む教員が，「やらされてい

る」という感じを抱くことなく，授業研

究の意義を実感できる支援を心がけた。 
そこで，授業研究会までに，１回また

は２回の事前研究会を開催した。指導主

事はこれらの会に参加し，指導案作成段

階において，教材研究，単元のねらい，指

導内容，指導方法等についての協議に加

わった。ここでは，指導主事は指導者と

いう立場ではなく，ともに授業づくりに

参加するという立場で，必要に応じて助

言や情報提供を行った。 
授業研究会当日には，参観者が全員参

加できる研究授業にするために，付箋紙

を用いたＫＪ法やグループ協議（図４）を

設定するなど，授業後の研究協議の進め

方や詳細な運営方法を中心に助言を行っ

た。 
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表１で例を示した地域では，３校が共

通して「書く力を高める」という課題を

設定し，合同で授業研究を進めた。研究

協議では，授業に関する協議とともに，各

校における取組について情報交換も進め

ていた。 

 
図４ 授業研究会のようす 

この他，授業研究会の実施を契機とし

て，以後の事前研究会では，研究授業を

実施する学年の教員とともに，他学年の

教員が参加するようになった学校や，指

導案に板書計画の項目を加える等の工夫

がみられるようになった学校の例もある。

また，日常の現職教育における協議に，Ｋ

Ｊ法やグループ協議を取り入れた学校も

あった。 
研究授業に参加した教員からは，「指導

内容や指導方法について，学年間で意見

交換するようになった」「研究協議にＫＪ

法やグループ協議を取り入れることによ

って，ベテラン教師が若手教師に指導法

をアドバイスするなどの場面が見られる

ようになった」「何でも言い合える雰囲気

ができてきた」といった感想を得た。 
当センターとしては，指導案の作成段

階から関わることによって，授業に指導

方法等の改善を提示しやすいというメリ

ットがあった。また，このことによっ

て，取り入れた改善方法についてポイン

トを絞った協議を行うことができた。学

校全体，あるいは参加した教員が全員で

授業を作り上げる研究協議に近づくこと

ができたと考えられる。 
 

イ 示範授業による研修（図５） 
授業に新しい指導方法を取り入れよう

とする際に，書籍の情報や口頭による説

明だけでは，実際の指導方法をイメージ

しにくいことがある。本事業では，外部

人材による示範授業の実施を支援した。

普段接している児童生徒を相手に実施さ

れる優れた指導方法を参観することによ

って得られた成果は，確実に翌日からの

授業に反映される。百聞は一見に如かず

である。 

 
図５ 示範授業のようす 

２年間の支援において，小学校におけ

る示範授業を中心とした研修会を，３地

域において合計６回（平成 21 年度に２

回，平成 22 年度には４回）実施した。講

師として，帝塚山学院大学教授の新妻義

輔氏，筑波大学附属小学校教諭の二瓶弘

行氏，同じく細水保宏氏，岩手大学教育

学部准教授の山崎浩二氏を招聘した。 
参加対象を近隣地域の教員にまで拡大

して開催した例や，学校における授業改

善の取組状況や児童の変容について，外

部講師による客観的な評価とともに指導

助言を受けることをねらいとして，二度

にわたって同じ講師を招聘した例もあっ

た。 
示範授業は極めて好評であった。後

日，学校支援に出かけた際に，算数の授

業で赤ペンを持って机間指導をした

り，国語の授業で音読の様々な技法を取

り入れたりするなど，示範授業で学んだ

ことをすぐに実践している教員の姿が見

られた。教員の「やってみよう」という

意識の高まりは，先進校視察以上の効果

があるとのことである。示範授業で，こ

れまでとは違った姿で学習に取り組む児

童をつぶさに見ることによって，「子ども

が違うから･･･」というイメージから脱却

し，「自分もこの子どもたちの良い姿を引

き出さなければ」という意欲が高まり，授

業改善につながったと考えられる。 
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ウ その他の支援プログラムの活用 
授業改善に関する支援の大半は，国語

科または算数・数学科に関するものであ

ったが，当センターが平成 19 年度から実

施している，理科教育に関する出前授

業・研修（理科ふしぎ発見わくわくキャ

ラバン）を活用した学校もあった。第４

学年を対象とした備長炭電池の授業を実

施し，放課後には，教員を対象に，電気

に関する実験及び顕微鏡を用いた観察に

関する指導方法について現職教育を行っ

た。児童に考えさせる場面を設定した観

察や実験に関する指導例を主に扱った。  
 
４ 学校支援と教育センター事業との関わり 

（１）学力分析支援を通して進化した活用ツ

ール 

当センターは，本県が実施した学力診

断テストに関わって，平成 19年度以来，Ｓ

－Ｐ分析ツールを作成し配付してきた。

本ツールは，学級ごとに集約した正・誤・

無解答の一覧表をもとに，児童生徒の誤

答パターンと問題の難易度等を分析する

ことによって，児童生徒の学習状況を把

握するものである。 
全国学力・学習状況調査については，当

センターは，平成 20年度調査に関して，教

科に関する調査結果をグラフ化し活用す

るための簡単なワークシートを配付した。 
一方，同年に，京都府総合教育センタ

ーや佐賀県教育センターは，文部科学省

から提供された調査結果を，学校で手軽

に活用できるツールの配付を開始した。

京都府総合教育センターが作成した「こ

べつ～る」（以下，京都府版ツールと記

す。）は，調査結果を様々なグラフで表示

できるとともに，児童生徒一人ひとりの

解答及び回答状況をカルテ形式で作成し

印刷できることが特徴のひとつである。

また，佐賀県教育センターの分析ツール

（以下，佐賀県版ツールと記す。）は，ボ

タンを一度クリックするだけの操作

で，学校での分析に必要十分なグラフを

一気に作成できるプログラムである。 
本県では，平成 20 年度に佐賀県教育委

員会からツールの提供を受け，和歌山県

の学校に対応できるように一部修正した

うえで，県内全ての公立小中学校にツー

ルを配付した。また，京都府教育委員会

からは，本支援事業で活用することに関

して許諾を得て，学力分析支援を行った。 

平成 21 年度に本支援事業を開始するに

あたり，対象校の調査結果分析には，佐

賀県教育委員会及び京都府教育委員会か

ら提供を受けたこれらの分析ツールとと

もに，当センターが作成したツールを加

え，合計３種類のツール全てを用いた。 
３種類のツールにはそれぞれ特徴があ

り，様々な角度から調査結果を分析する

ことが可能である。佐賀県版ツールは全

体的な傾向を把握するのに適しているの

に対して，京都府版ツールは児童生徒個

別の状況や，質問紙調査と教科調査結果

の関連を，相関係数を用いて客観的に分

析することができる。また，和歌山県版

ツールは，Ｓ－Ｐ分析によって，各学級

の概況と個別指導を要する児童生徒を抽

出するうえで有効であった。 
対象校において，これらのツールによ

って得られたグラフ等を活用しやすくす

るために，試行錯誤を経て，次頁図６のメ

ニュー画面を作成した。学校で分析作業

を行う際には，どんな視点でどのような

分析を行うかが重要である。そこで，作

成したグラフを，「概要をグラフでとらえ

る」と「さらに詳しく分析する」の２つ

に分類し，それぞれのイメージを示す縮

小画像をクリックすることによって，目

的のグラフを表示できるようにした。こ

れによって，初めて操作を行う教員で

も，容易にグラフの表示や印刷を行える

ようにした。 
平成 20 年度版の分析ツールを用い

て，学力分析支援チームが学力分析支援

を行う中で，分析ツールに関して次のよ

うな改善点が明らかになった。 

・設問別に正答率を表示したグラフか

ら，設問内容を読み取れるようにする。 
・上と同様のグラフから，解説資料冊子

の該当ページへのリンクを設定し，出

題意図や授業改善におけるポイントを

把握しやすくする。 

平成 21 年度版ツールを開発する際に

は，京都府総合教育センターと連携し，こ

れらの改善点を反映して互いのツールを
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図７ 平成 22 年度に配付した活用ツールの概要

図６ 平成 21 年度に配付した分析ツールのメニュー画面 

改良した。グラフや表の中に，問題概要

を表示するボタンを配置したり，解説資

料へのハイパーリンクを設定したりする

などの工夫を盛り込んだ（図６）。 
こうして作成した平成 21年度版ツール

は，県内全ての公立小中学校にＣＤとし

て配付した。管内全学校の担当者を集め

て，分析ツールの活用に係る研修会を開

催した教育委員会もあった。 
学力診断テスト結果の分析のために産

声をあげた分析ツールは，学力向上推進

支援事業において，学力分析支援を行う 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ことを通して飛躍的に進化した。分析ツ

ールを用いて得られた全てのグラフを読

み取る作業を通して，客観的に学校・学

級の課題を見出す方法を確立するととも

に，ユーザーインターフェイスの改良を

はじめとして，さらに利用しやすくする

ための改善点を見出すことができた。こ

れは教育センターが，対象校や所管する

教育委員会と共同で，主体的に分析作業

に取り組んだ成果といえる。 
平成22年度には調査方式が悉皆調査か

ら抽出調査に変更されたことにより，希 
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望利用校の支援を十分に考慮してツール

を開発する必要に迫られた。抽出校と比

較して，希望利用校の負担感や不公平感

を軽減できるように，できるだけ簡便な

作業で前年度と同様の調査及び分析結果

を得られるように配慮した。また，時期

を逸することなく，迅速にツールを提供

することも重要なポイントであった。こ

れらのことから，平成 22 年度には，分析

ツールの名称を活用ツールに変更し，京

都府及び佐賀県版ツールで学んだノウハ

ウを生かして，本県独自のツールを作成

し提供することにした（図７）。 
平成 22 年度には，一部の対象校とタイ

アップして，希望利用校における正・誤・

無解答の集計作業や入力作業の支援を行

った。これによって，希望利用校が「自

校採点」を行う場合に，どの程度の労力

を要するか，また，どのような問題点が

発生しうるか等を確認することができた。

さらに，この作業を行ったことによっ

て，後日提供するツールの動作チェック

を行うことも可能になった。対象校にと

っては，いち早い結果分析につながり，相

互にメリットのある取組となった。 
文部科学省から調査結果が公表された

後には，対象校から「過去３年間の調査

結果と比較分析してみたい」，「学校独自

で質問紙調査の中から任意の質問を抽出

し，他の学年でも活用してみたい」等の

要望が出た。これらのニーズへの対応を

進めることは，対象校への支援であると

同時に，次年度以降の全国学力・学習状

況調査結果の分析支援への準備と位置づ

けることができる。 
このようなツール開発の支援は，将来

的に，全国・学力学習状況調査の結果分

析だけでなく，必要な時期や場面で児童

生徒の学力や学習状況を診断・分析し，授

業改善に役立てられる汎用の分析ツール

の開発へとつながる可能性がある。 
 

（２）授業改善支援における従来の事業成果

の活用 

学力向上推進支援事業における授業改

善支援では，平成 18～20 年度に実施した

ＦＣ（フランチャイズ）研究会等をはじ

めとした，カリキュラムセンター機能に

関わって実施した課題別研究会を運営す

る際に培った手法を活用した。 
ＦＣ研究会は，近隣の学校に勤務する

教員が行う共同研究会である（研究開発

課，2006）。自ら研究課題を設定すること

や，小・中・高等学校の校種を交えて教

員が参加することが特徴である。ＦＣ研

究会では，教材に関する研究やカリキュ

ラム開発を行うとともに，地域における

自主的な研究活動を活性化することを目

的として実施した。このため，運営にあ

たる指導主事は，必要に応じて助言を行

うものの，指導については最小限にとど

めた。研究会の実施回数は年間５回から

10 回程度と多くなったが，参加した教員

の満足度は極めて高かった。 
今回の授業改善支援において実施した

授業研究会は，必ずしも全てが理想的に

運営を行えたわけではない。しかし，指

導主事による指導を最小限に留めて，指

導主事が教員と共同で授業づくりを進め

ることによって，参加した教員が授業研

究の意義や面白さを実感できた事例がほ

とんどである。このような授業研究会を

積み重ねながら，示範授業等を含めた研

修会を実施することによって，本格的な

授業改善に向けて前進できると考えられ

る。 
近年，教育センターが開講する研修講

座数が減少している一方で，教材や指導

方法に関する情報や支援に対する学校や

教員のニーズが高まっている。これらの

ニーズに応えるために，当センターで

は，いくつかの学校・教員支援プログラ

ムを実施している。理科ふしぎ発見わく

わくキャラバンは，当センターが実施す

る事業の中で唯一，指導主事が出前授業

を行うことを含む学校支援プログラムで

ある。この他に，ＩＣＴ授業活用サポー

トや教科・領域等課題サポートといった

プログラムもある。いずれも，教員研修

を中心としているが，指導主事による授

業支援を含む場合もある。これらの支援

を行うことは，普段，児童生徒に接する

ことが少ない指導主事にとって，貴重な

機会である。これらの支援プログラムに

よって，研修講座等において蓄積してき

た教材や指導方法を，実際の授業の場面
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において活用し，学校の教育実践におい

て普及することができる。また，支援を

行うことによって，新たな教育コンテン

ツの開発に直結したこともある。 
授業改善支援では，指導主事が授業を

行うことはないが，教員らとともに授業

づくりに加わることによって，結果的に

より円滑に，授業改善に資する実践へと

教員を導くことができ，また，指導主事

自身が実証的研究を深めたり，研究会等

をコンサルティングする力を高めたりす

ることにもつながった。 
 
５ 教育センターが行う学校支援の意義 

学力向上推進支援事業に関わって学校支

援を行ったことにより，授業改善に向けて

の教員の意欲が高まるなど成果が現れつつ

ある。一方，当センターにとっては，学校

支援を行うことによって，授業づくりをは

じめとした校内研究に関わることがで

き，実践事例の収集やコンテンツの開発と

ともに，指導主事の力量向上にもつながっ

た。また，学校や教育委員会において，児

童生徒の課題を明らかにする分析ツール

や，日々の授業改善に役立つ情報に対する

ニーズが高いことを把握できたことも重要

なポイントであった。これらの視点でとら

えれば，学校支援は学校というフィールド

において教育センターが行う実践研究と位

置づけることができる。 
次頁の図８は，学力分析支援から授業改

善支援にいたる一連の取組のイメージを整

理したものである（和歌山県教育委員

会,2010）。全国学力・学習状況調査の結果

の分析を活かして取り組んでいる実践例と

して，全教職員に配付したパンフレットに

掲載している。このような実践例は，学力

向上推進支援事業とともに他の学校・教員

支援プログラム等も含めた総合的な取組を

通して得られた研究成果であり，多くの学

校や教員が，校内研究や授業研究に取り組

む際に役立つと考えられる。教育センター

には，これらの成果をコンテンツとして研

修講座で活用したり，ウェブページで配信

したりすることが強く求められるようにな

る。 
今回の学力向上推進支援事業が終了した

後も，各学校において校内研究が継続され

ること，また，県内の各学校において，こ

のような校内研究の文化が根付いていくこ

とが重要である。 
平成 22年度から始まる全国教育研究所連

盟第 20 期「共同研究」の研究主題は「実践

的な指導力の向上を図るこれからの教員研

修の在り方」である。ここでは，研究の視

点のひとつに「校内研修に対する支援」が

設定されている。今回実施した学校支援の

取組は，これからの教育センターが担う実

践研究として重要である。 
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【全国学力・学習状況調査結果分析ツール関係】 

・佐賀県教育委員会『分析ツール』（2008） 

・京都府教育委員会『こべつ～る』（2008,2 00 9） 

・和歌山県教育委員会『平成 21 年度全国学力・学習

状況調査 分析ツール』（2009） 

・和歌山県教育委員会『平成 21 年度全国学力・学習

状況調査結果活用ツール』（2010） 
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図８ 学校支援による取組事例のイメージ（和歌山県教育委員会 2010 より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


